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けじめに

地域社会の空問論的把握による地試間格差問題解明の可能性

経済立地論と☆源

資本の循環と地域資源

　B　情報化と情報格差

　肌　1　情報化とは

　これまで地域問格差の発生の問題を☆本の循環の視点から考察してきた。これはいわば

地域間格差発生の全体論ともいうべきものである。この理論を前提として今日の「情報化」

が地域社会にどのような影響を与え，地域間格差にどのようなインパクトを与土石のかを

検討してぃ《。そのために，まず「情報化」の意味，その理解からはじめる。

　一般にご回報化とは「特定の社会システムおよび社会過程においてド|古報の資源的価値

が相対的に高土呪情報処理のメカニズムおよび情報処理の能力が向上する一般的傾向」

と捉えることができると）

　しかし，これは一般的定義にすぎず，今日における情報化の意休を充分におさえてぃな

い。今日における情報化の最大の特色はご回報処理の能力が電子技術の発達の基礎の上に

成立している点である。そして，電子技術は当然デジタル通信が可能なので必然的に通信

技術と融合することとなる。

　以上のことから，これまでの情報化とは次の点て違った局面を迎える。それは第一には

情報の処理能力の飛躍的向上，第二に情報ネットワークの高度化（構築と質的向上）であ

る。こ牡により局所的に蓄積されてぃか情報のネットワーク化加悦進され，既存情報の付

加飯値の増大が生じる。これは谷らに，これまで情報化されていなかったものを情報化す

ることを可能にする。さまざまな活動の情報化であろう）

情報化とメディア

これだけでは現代の情報化の本質を正確に理解することはできない。それを可
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能にするため，ここでは有名なシャノンとウィーバーのコミュニケーション・モデルから

出発しよう。彼らはコミュニケーションの数学的理論を研究し，その後の電気通言のモデ

ルの原型をつくったう）そのモデルは次のようなものである。（図柏

図1　シャノン・ウィーバーのコミュニケーション・モデル

信　号 受儒された信号

　このモデルはもともと情報技術理論のモデルとして提示されたもので，コミュニケー

ション・モデルといっても実際にはコミュニケーションにとって最七言要なメッセージの

問題，その意味かじか聞かれでいない。実際には，通信モデルという表現がより正確であ　　　

φ　　φ　　＠　　參　　6　　e　　e　　e　　e　　e　　e　　e　　e　　＠　　e　　命　　φ　　e　　e　　e　　侈　　e　　e　　6　　＠　　＠

ろう。よってこのモデルは情報化の全てを包含するものではない。しかし］青報ネットワー

クの高度化かもたらす現象を理解しようとするとき多くの示唆を与える。

　このモデルと情報化の関連を考えるとき重要な要素のひとっがメディアである。メディ

アの発達か情報化を促進してきたのである。「通信白書」ではメディアを次のように分類

しているヤ表i参照）

　この表は現在のメディアをばぼ網羅しているといってよかろう。しかし，この分類には

三つの点て問題が指摘される。

　第一の問題は，マス・メディアとパーソナル・メディアの中間に位置する地鉄メディア

あるいは中間メディアを分類していないことである。たしかに地域メディアとマス・メ

ディアの領鉄分けは簡単ではない。現実にはこの両者にまたがるメディアもある。実際，

マス・メディアであってもよりパーソナルな方向へ向かうことが技術的に可能になりつつ

ある。

　しかしながらこれまでのマスを対象としたメディアから，ある特定の限定さ軋た人達を

対象としたりージョナルなメディアが発達しつつあることは看過してはならない。そこに

は新しい公共的メディア空開か生まれる可能性を伏在させている。たとえば双方向

CATVなど，これまでのマス・メディアにない質的新しさに注目しなければならない。

　第二の問題はこの分類がメディアの〈方㈲性〉を問題にしていない点てある。メディア

は単にマス（＝大量性）であるかパーソナルであるかの違いだけではな《∧|青報の流軋る　

〈方向性〉がメディアの質にも影響を与える。シャノンとウィーバーのモデルは一方から

釧青報の伝達を捉えているが，現実にはコミュニケーションは一方的伝達では成立しえな

い。一般的にはマスメディアがより一方㈲的であ‰パーソナルメディアの方がより双方

向的である。さらに現在ではニューメディアの発達により多方㈲的であったりネットワー

ク的であったりといったような可能けが切り開かれつつある。

　第三は，メディアによってもたら咎軋心情報の中身，その質が問われていないことであ
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表1

メディアグループ

����メディア名称

�メディア内訳

��従来メディアとの対応

電気通信系
�パ｜ソナルメディア
�事業者による
�公衆交換

�肘加入電話
�　　　(電話)On移動電話

��1　電話呂移動電話
����02ファクシミリ03ビデオテックス傀デー舛云送05無線呼出し06電報07テレックス08

TV
会議

�041
DDX

��6　ファクシミリ7　ビデオテックス5　データ通信9　符号伝送3　電報4　テレックス8　テレビ会議
��

�専用

�09専用サービス
�　　(電話)091
TV
伝送092ラジオ伝送093新聞紙面伝送094ビデオテックス095
VAN/データ通信

��10　電話13　テレビ伝送巾|　ラジオ伝送⑥　データ通俗
��私設電気通信

��10構内通信
�101構内電話102
LAN103構内無線

��⑩　電話⑨　符号伝送

����且広域通信
�Ill私設電話112私設無線電話

��14　電話J]ヤ　移動電話
��その他通信

��12
MCA
無線13有線放送電話

���⑥　有線放送電話
�マスメディア
�放ゝゝ丿頌小言業者による

��MTV放送
�　　（地上波TV放送）1肘CATV　（再送信）142衛星放送

��21　テレビジョン放送万万　有線テレビジョン放送23　衛星テレビジョン放送

����15文字放送

���⑤　テレテ牛スト

����16

CATV

白主放送

���⑩　有線テレビジョン放送
����17ラジオ放送拐有線ラジオ放送

�171
F/
ラジオ放送

��⑩　ラジオ放送⑩　有線ラジオ放送
��私　放設　送

��19構内放送
�192構内ラジオ放送

輸送系メデイア
�　パ　｜　ソメナデルィ　・ア

���20郵便
�20巾書202はがき203電子郵便

��25　手紙jミj　はがき26　電子郵便

����言手交文書
�2八手書参文書212ワープロ文言213コンピュータ文書2且文言コピー

��⑥　手交文書31　手交文書宍j　ョンピュータ文言31　手交文書
�マスメディア
�印判流通
�出版物
�22新聞23雑誌

���鎧湘29　雑誌
����24書籍25その他印判物

�(出版・販売)(で汗出)
��⑤　書籍⑩　その他印判物

��その他
��26ビデオソフト27オーディオソフト詔コンピュータソフト

���討　ビデォソフトス|白　オーディオソフト35　コンピュータソフト

空問系づ。アイア
�マス

���29掲示伝送

���⑩　屋外掲示物
��会場伝送

��30講演・演劇・コンサート冊映画上映
���40　観劇留尚

�パ｜ソス］

���認教育
�321学校教育322社会教付

��3　学校教育留社会教育
����33会議討対話

���⑧　対話

-
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る。メディアである以上
，

そこで伝達される情報が公共的な性質のものなのか

，

それとも

私的な性質のものであるのかは重要な問題である
。
もちろんノ所報の中身を問うことは容

易ではないが。

　それでは今日の情報化をこのモデルの枠組みの中で捉えるとどのように理解できるの

か
。
情報化の第一の特色である電子技術の発達を背景とした情報処理能力の向上は

，
それ

白身ではこのモデルの中に登場しない
。これはいわば単体でコンピュータを使っている状

態であると考えればよいであろう
。

　次の段階

，
電子技術と通信技術の融合の段階でようやくこのコミュニケーション・モデ

ルが意味をなす

。

例えば

，

送り手の側から受け手の側に伝達するメディアである送信機あ

るいは受信機がコンピュータといった電子技術と結合することによ呪それらが単に送信

，

受信機能に留まらずド勝報を蓄積することを可能にする
。これは一つのデータベースとな

りうる
。一度蓄積されか|青報は必要なときには何時でもアクセス可能となる 。

そして吝ら

には

，

その蓄積吝れか|青報は処理・加工され

，

付加価値を高めることもありうる

。

すなわ

6　　e　　e　　e　　e　　春　　e　　＠　　沓　　e　　e　　e　　e　　e　　e　　e　　Q　　9　　φ　　参　　肇　　ゆ　　9　　参　　　　e　　泰　　e　　e　　φ　　　　9　　9　　　　9　　s　　參　　φ　　e　　Q

ちメディアが単なる情報の伝達機能を持つのではな《U青報の蓄積・処理・加工の機能を

有することも可能になってい《。ここに俗にいかれる「メディアの権力性」

，

その優位性

の基盤があるのである
。

　しかしメディアの権力は全てのメディアに均質に発生するものではない。それは先ほど

指摘しかコミュニケーションの方向性と深く関わる問題である。シャノンらのモデルは一

方向的でしかも

，一回のみの伝途しか考慮に入れていない。実際にはしかし［司一のメディ

アを介して双方向的なコこユニケーションが可能なものもある諦Uえば
,
パーソナルメディ

アの代表である電詰を想起すると

，

そのメディアの権力匪が存在すると考えるものはほと

んどいないであろう。

　他方

，マス・メディアを考えるとどうであろうか。マス・メディアは基本的には一方向

的なメディアであり

，

しかもメディアは不特定多数に対して発信されているので

，

受け手

刊からのフィードバックは甚か弱い。谷らにはこのメディアは情報源そのものの取捨選択

権を持

っているからその権力けは極めて強《かっていくのである 。

　しかし問題はメディアの権かけあるいは権力化だけではない

。
先けども指摘しかように

メディア自身が情報の蓄積・処理・加工機能を獲得することはメディアの質的変化をもた

らす
。メディアへのアク七スヴィリティ ，

そしてメディアを介しての情報源へのアクセス

ヅイリティは情報を求めるものにとっては決定的課題である

。

例えば

，

経済活動を行おう

とすると削　メディアへのアクセスヴィリティは情報量の差を決定づけ

，

それが企業の盛

衰に重要か影響を与えることも考えられる
。

　これはまたメディアの利刑権の問題とも絡み合うし

，

圓特に公告|生の問題への結び付く

のである。ここに情報格差の問題が発生してくるのである

。

　う. 3　情報格差をめぐる主張とその澗題点

　前節において情報格差の発生をメディアの質的変化から理論的に考察した。我々はこれ

を下敷にして今日いかれ心情報格差，「情報の東京一極集中」の問題を検討しなければな

らない。

　ここではまずけじめに，行政の情報格差に対する理解からけじめよう。行政が情報格差

-
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を考えるとき，その指標とされているものが情報機能あるいは情報アクティビティといわ

れるものである。情報機能とは「意思決定・計画調整ご回報の創造ご隋報の収集・蓄積・

提供ノ隋報の処理・加エノ晴報の伝達，教育・訓練に携わる機能」のことと定義してい

る宍）また他のところでは「情報アクティビティ」と名付けているツ

　それではこの情報アクティビティをシャノンらのコミュニヶ－ション・モデルにあては

めて考えるとどのようなことが析出できるであろうか。前節での検討を考慮に入れると，

情報の収集・蓄積・提供と情報の処理・加工それに情報の伝達はメディアの部分に関わる

機能である。これらの機能はコンピュータの発達により飛躍的に高度化しか。

　しかしこ牡らの機能全てが情報通信メディアによって担われているわけではないことは

いうまでもない。現実には多《の情報の収集・蓄積・提供そしてその処理・加工は意恵決

定・計㈲調整のため行なわ牡，伝達・通信の中から生まれてくるものではない。

　これに対して意恩決定計画調整機能ヤ回報の創造の機能はメディア以前の機能である。

この機能をあえてこのモデルの中に入れるとすればノ回報源の部分に入ろう。そしてこれ

らの機能は情報の収集・蓄積そしてそれらの処理・加工によって提供さ軋る情報にもとづ

いてその機能を高めるのである。そして，教育・副練は情報化のいわぱ基盤部分であると

いうことができよう。

　そして情報アクティビティは次のような循環過程で情報活動が進められていると捉えら

れる。（㈲2）

図回　情報アクティビティの循環

目上庁計ij ・調整局編『地埼|百報力』158百より

　それでは政府副青報が東京に集中するメカニズムをどのように理解しているのかで)その

第一の要㈹は行政の意思決定機能の集中である。これは中枢的行政機関牛国際金融都市と

しての東京の役割による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－19－
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　第二は，市場情報，企業の経営|青報の集中である。これは東京圏が国内最大の市場であ

り，その情報加重要であることと，同時に東京圏の市場動向が指導的な役割を果たすとい

見仏こ起因する。

　第三は情報加集中管理されることにより東京への機能集中加悦進されたということであ

る。これは将来的にネットワーク型社会へ移行することにより解消されうる要目|と考えら

れている。

　四番目に上げられているのはニュービジネスに関する情報の集中である。産業構造の変

化により知識集約的経済活動の領域にニュービジネスの機会が広がった。そのため最も知

識集約的登場である東京に活動が集中することが考えられる。

　それではこれらの諸要囚をシャノンらのコミュニケーション・モデルと情報アクティビ

ティの視点から見るとどのようなことがいえるのであろうか。第一の要素，東京の国内的

回際的な行政・経済機能の集積とは意思決定・計画調整機能の集積を軸に展開する。第二

の市特注七意思決定に必要な部分であり，第三の管理機能の集中は意恩決定・計画調整機

能そのものである。このようにみていくと東京への愉報の一極集中は，通信技術の発達や
　命　　e　　o　　9　　e　　e　　e　　e　　φ　　e　　e　　e　　e　　ゆ　　9　　φ　　肇　　ゆ　　＠　　e　　e　　e　　e　　e　　沓　　φ　　e　　Q　　e　　e　　g　　g　　g　　g　　g　　9

－グ形成といったメディアの質的変化以前の情報源の次元での圧倒的優位に起㈹

していることが理解できる。すでに情報化が問題となる以前に東京へ情報が集積する仕組

が構築されているのである。このごとは意思決定ド|青報の創造を示す企業の本社機能や研

究所立地件数など，東京あるいは東京㈲への一極集中やマスメディアの東京集中を見れば

明らかであろう。

　それでは情報化の進展はこの状況にとのような影響を与えるのか。情報化の進展はこの

状況に㈲義的に作用すると考えられる。これはメディアの質的変化の㈲謝にLに由来してい

る。

　先にメディアが情報の蓄積・処理・加工の機能を獲得しかことを指摘しか。このことは

意忘決定・計㈲調整機能の集積している空間＝東京（㈲）の側から見れば，東京とその他

地方圏・地域・地方都市などとの情報的伝達の回路が質的・量的に拡犬したごとを意味す

る。別の言い方をすれば，東京にいなからにして地方の情報が集積寸乱それが嵐巴決定

の判断を可能にするのである。

　これは地方都市の機能の一部，特にこれまである程度の意恩決定・判断の機能を任され

ていた地方都市の支店などからその機能を奪うこととなる。すなわち，この面でのメディ

アの質的変化は東京への一極集中をより一層加速させる方向に働いたことが予想される。

　しかし，メディアは他方でこれまで一方向的でめっか|青報の流軋を変えうる能力を持っ

ている。これはまだ実現谷れていないが，我序か日常的に接している東京発信の情報に代

わって自らのその情報源やその内容を選択することが可能となりつつある。例えば，

CATVなどの多チャンネル化を考えると，将来的にはかなりローカルであった呪　マニ

アックな情報加メディアにのる可能性を持っている。（現実にニューヨークのCATVでは

視聴者が番組をつくるなどしているところもある。）

　あるいは政府が予想するように，将来的にはネットワーク的な情報細が形成吝れ，伝達

の方向も多様化することが予想吝軋ている。

　では現実的な動きはどちらの傾向が強いのか。これはあきらかに前者である。しかしす

でに指摘しかようにメディアの発達は別分肝能性も切り開いている。自然発生的な情報化

20
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の進展では前者の傾向が一層強まることが当然予想される。それに対抗するには政治的≒

行政的な施策が大きな意味を持つ。だからこそ政府は地方の情報化を重要な課題として位

置付け，さまざまな政策・構想を練ってきたのである。

　6　情報牝と地域資源・その開示吐

　6. 1　地域資源としての情報の位置とその意昧

　これまで情報化の進展をその理論的側面から解明し，そこで生じる情報格差の問題に限

定して考察してきた。しかし丿晴報化の問題はメディアの発達とそれに付随するさまざま

の変容のみが問題なのではない。「産業の情報化」あるいは「情報の産業化」などといわ

れるように情報化け産業すなわち資本と深く結びついてきている。ここでは情報化を資本

の循環と地域資源との関係の中で捉えようと思う。

　それでは，上記のような情報化の進展は資本の循環にどのような影響を与えるのであろ

うか。まず〈資本の第一次循環〉からみていくとド|青報化の影響を受けるのは「生産の技

術」である。これは一般に「産業の情報化」といわれる事態を想起すればよい。無人工場，

ファクトリー・オートメーションに代表されるような既存産業の高度化,産業の情報化は，

情報化の進展の生産技術への応用にばかならない。これは個川企業のレベルですでに進め

られているものであるが，政策としては産業振興整備の中でもイノベーション型がこの典

塑であろう。

　そして生産の技術の改良をもたらすのは〈第三次循環〉の文化資源である。ここで問題

とされるのは特に科学・抜術である。特に今日産業の高度化・ハイテク化加産業，個別企

業の死活問題であると乱科学・技術の資滑にLはより一層高まっているといえよう。

　このための基盤整備をすすめようとするものが人材供給基盤整備を整えようとするイン

フォメーション・ヘブン型や地域内の情報の活用を高度化することにより（つま呪文化

資源の充実をはかることにより）産業育成をすすめようとするベンチャー型などであろう。

　最後にU百報化の進展が直接的に影響を与えるのは〈資本の第二次循環〉の人工設備，

通信の発達である。情報化の進展は通信の発達と不可分である。これはインフォメーショ

ン・ペプン型の中でも情報通信基盤整備であろう。

　話は多少横道にそれるが，〈第二次循環〉の人工設備といっても，交通網と通信網・情

報基盤整備とはまったぐ［司質の性格をもっているというわけではない。交通網は工業立地

論において立地因子の中心である運送費に関わるものであり，その資⑤にLは明白である。

戦後目本の工業立地の動向を見ても明らかなように，その資⑤匠は第一に消費地への輸送

コスト，第二に時間的ワスの二つの面で規定吝れている。まさにそれは地域資源の相対匠

によって資源たりうるのである。

　それに対して通信網ノ愉報基盤整備はその性格を多少異とする。通信網の整備は運送費

などの立地因子に直接関わる資源ではない。それはご回報の伝達に関わ呪いわばく資本

の第三次循環〉をより円滑に進めるためのものである。

　まか回報の伝達コストの面からも極端な通信料金の価格差は徐々に解消答礼つつある。

さらに決定的な違いは時問的差異加地域閣格差としてほとんど問題にならないとい肌我で

ある。通信は本来的に「ユニバーサル・サービス」として扱われるものという認識がめつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　ところが今日の情報化の進展はこの通信の公告吐（公共的性格）というものを変質させ

ている。その質的変化は情報の付加価僧吐を生みぶしている。つまり「情報の産業化」は，

情報化の進展によ引青報の持つ価音けが高まったことによりそれが産業として成立しうる

滅兄を生みぶしたことを意味するのマあ言

　また，現代の情報化の進展は直接的に価値増殖を行なわない資本の第二次・第三次循環

が利潤追及にとって重要な部分を構成するに至ったとい久嘸を見逃してはならない。しつ

けここに情報化社会での経済的変化の核心があるのである。

　6. 2　倍報牝戦略と地方澗競争

　以上のことから政府が80年代以降積極的に促進しようとしている地方の情報化の試みと

は，基本的に情報の一極集中化への対策といシ性格を持たざるをえないことが理解できよ

う。

　それでは各省庁はどのような構想をもって地方情報化を進めようとしているのであろう

か。下はその一覧である。

テクノポリス構想

ニューメディア・コ

テレトピア構想

こ
ぺ

　　　　　　　通産省　1983年

ユニテイ構想　通産省　1983年

インテリジェント・シティ構想

ダリーントピア構想

情報化未来都市構想

テレコムタウン構想

郵政省　1983年

建設省　1986年

農水省　1986年

通産省　1987年

郵政省　1989年

　ここではこれらの個別の構想を検討することはしない。むしろこれらの諸構想は内容的

に重なりあってい石部分ち多い。ここではまず政府の情報化の分類から見ていくことにし

よう。（表3参照）

　一応以下のように分類谷れているが，実際にはニューメデイア・コ

レトピア構想の中にも都市基盤整備的内容のものも☆まれている。

こ
ぺ ユニテイ構想やテ

　第一のシステム型はおもに次の二つに分類できよう。それは産業振興整備に重点をおい

たタイプと生活環境整備言視のタイプに分類できる。

　この産業振興整備のタイプはさらに①地域内の情報インフラの整備令人材育成などで産

業振興をめざすインフォメーション・ヘブン型，②ベンチャー産業の育成の条件を整備し

ようとするベンチャー型，①|青報化によって既存産業の活性化をめざすイノベーション型

に分類される。

　生活環境整備のタイプには，①高度情報通信を活用しながら地績独白の情報を生産・蓄

積・処理し,地域の付加価値を高めようとするインフォメーション・アイデンティティ型，

地域住民の生活環境（医療・教育・文化，防災，行政等）を整備するため情報通信システ

ムの確立をめざすインフォメーション・ミニマム型などに分類される。

　さらにあえていえば，上記の特定施設型や都市基盤整備型仏基本的にはこの産業振興整

備と生活環境整備の諸タイプのかかに当てはめることができる。
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表2　情報化施策の分類

タ　イ　プ

�整　　備　　対　　象

�該当する施策

システム型

�　地域のニーズに即応した各種の情報システムの開発・普及を㈲呪　ニューメデイアの導入を主に考えた施策
�テレトピアニューメデイア・コこューアイー，グリーントピア（テクノポリ帽

特定施設型
�　通信メディアの利用を高め，面的裾野を拡大するための核となるセンター機能と共同利用施設の整備に主眼を置いた施設

�民活法1～剣　7号施設

都市基盤型
�　高度情報化社会に向けて情報の進展に対応した都市整備の推進を㈲ることを目的とした施設

�情報化未来都市インテリジェント・シティ二　テレポート事業

　　　　　　　　　　　　　　　『90年代の情報化戦略』30頁より

　それではこのようなタイプの分類でどのような特徴的なことが指摘できるのであろう

か。それは第一に特定施設型令都市基盤整備型の多くが既存の大都市部（東京周辺や大礼

名古屋）等におかれているということである。つまり政府の基盤整備の方向は，やはりよ

り条件の有利で効果の大きい大都市部から進められようとしている。大都市の有利きはよ

り一層増すものと思われる。

　さらに指摘せねばならないことはこ牡らの諸指定加地域内に限定されてお肌他地域と

のネットワークなどを視野に入れたものとなっていないということである。特定地域内で

の情報化の促進では情報化のメリットを十分に活かしかっかものとならない。これが余計

地朧|青報化の足取りを重ぐしている。情報化はその性格から地域内に活動が閉塞しないの

である。

　では実際，京京圏以外の地方圏の諸都市はこのよう奢済報化の諸政策にどのような対応

をとっているのか。地方の側では先を争って情報化の諸指定を求め，そのための地域・都

市間競争が繰り広げられているのが現状である。

　なぜ地域指定を欲しがるのか。それは地方の側から見れば，産業構造の変化の中背地方

経済の地盤沈下が指摘さ牡，地朧愉報化か将来にわだっての地方の資源をより充実させる

ための地域言源形成に重要な役割を演じると想定しているからである。

　そしてこ牡はまた〈地鎖資源の相対性〉とも関わってくる。すなわち他地域との相対的

な資源の相違がその地域を有利にすることを誰もが知っているのである。

　それではこのような政府の諸構想に運よく指定されることによって，地方は活性化され

るであろうか。それは実際上困難に直面しているといわねばならない。理由の第一は財政

上の問題である。これらの諸指定はそのばとんどが財政的裏付けを地方に委ねている。

　理内の第二は既存基盤の脆弱性の問題である。特に情報産業振興整備をすすめようとす

る試みは容易ではない。なぜならご回報産業の育成は高度の人材育成が必要であ呪情報

産業にはある程度の基盤整備加必要万ある。地方であればあるばど情報産業のより高度な

部分を育成することは困難なのである。
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　6. 3　地域情報化と地域資源の動員力

　これまで地域格差の根本を理解するため地域社会を資本の循環のみから捉えてきた。し

かし地域社会と情報化の現実的関係を把握しようとすると乱単に資本の位相のみでは理

解できないサ））ここでは政治の位相が重要な役割を演じてくる。

　前節において地倫愉報化加地域資源の充実に他ならないこと，そしてそのためには諸構

想にそった地域指定が必要なことを指摘しか。しかし現実には多くのところで財政問題が

ネッグとなっている。

　それではこれを打開する方法としてどのような道筋が構想できるのであろうか。それは　

〈地城資源の動員性〉と深〈関わっている。それは第一に，〈地城資源への外的⑩員力〉

と名付けたものである。地域資源を充実させる最も安易な方法は外部資本を動員・投下吝

せることである。そして最も実現可能な方法は，公的資金を政治的に投下させ，基盤整備

を行うことである。もちろんこれを可能にするのは政治の位相である。（新潟県や島根県

かおる時期に急速に道路整備加されたことを想起せよ。）

　しかし，この〈地城資源への外的動員力〉にはおのずと限界かおる。それは政治的位相

での競争にも当然優劣かおるために，地城指定を受けるところとそうでないところという

ような格差が生じることは必然だからである。それと［司特に，全てを外部からの動員に頼

ることなど現実には不可能である。

　それでは地域指定からはずれた地域などではどのような方策がとられようとしているの

であろうか。それが〈地城資源の内的動員力〉である。すなわち，既にある地域資源を動

員して資本のための基盤整備を行うためのさまざまな条件を整えることである。

　しかしそのために，地城資源を動員可能にする地域統合・合意形成が不可欠である。こ

れなくして資源を動員すること（すなわち特定産業基盤のために財源を投下することなとう

に地城内にいろいろなコンフリクトを発生させることとなる。これらまた政治の位相にお

ける重要な課題となる。

フ　地域社会における情報化の公共性と共同性（以下次号）

註

川新睦人『高度情報社会の理念と現実』「社会学評論　139　特集・高度情報社会」

勁例えば,コンビニエンスストアではPOSシステムを利用して商品管理を行うことに留言らず，

　　顧客の特性を把握するため，商品計算のおりに顧客の性別，推定年齢等を人力しているとこ　　

ろもある。もちろん，この情報の正確度・信頼度は疑問視される。それを避けるため，コン　　

ビニェンスストア側では顧客にカードを発行したりしてより正確な個人情報を集積している　　

のである。

3）Schannon匹バind Weaver, W√1949, The Mathematical Theory of Communic出皿,u盛versity　　of

IllinoisPress.

帽国土庁計画・調整局編『地蜻愉報力』1987年2頁

引囮上庁計㈲・調整局編『90年代の情報拠点戦略j 1988年12百
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6）国土庁計画・調整局編『地域情報力』1987年151頁

7）目上庁計画・調整局編『90年代の情報拠点戦略』1988年参照のこと。

8）「ユニバーサル・サービス」の概念とその歴史については，林紘一郎，川川義博著『ユニバー　　

サル・サービス』中公新書1994年，を参照のこと。

9）本来ならば，これらの問題は日本における産業構造の転換の問題と深い結び付きを持ってお　　

り，その考察かしこ十分理解することはできない。しかし，本論文はあえて地域間格差の問　　

題に限定しているので，これ以上の検討は行なわない。

］て））地域社会の全体的な理解をするために拙稿「地域社会の再生産と共㈲性」名古屋大学社会　　

学論集第15号を参照のこと。
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